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戦後世界経済の一つの特徴として,世界的な貿易自由化と並行して,地域的経済統合が進展 し
てきた事が指摘できる。関税と貿易に関する一般協定 (General Agreement On Tariffs and
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Trade,GATT)の下での数次に渡る関税引き下げ,非関税障壁の緩和・撤廃の試みは,大 きな

成果を上げてきている。更に,先のウルグアイ・ラウンド後に成立した世界貿易機構 (World

Trade Organisation,WTO)は ,その対象範囲をGATT以上に広げてきている。その一方で ,

GATTo WTOの下で進められてきた以上の貿易 。投資等の自由化を,隣接する特定の加盟国間

で一層推進するという,地域経済統合の動きも活発化してきている。北米自由貿易地域,メ ルコ

スル,東南アジア諸国連合などが,その具体例として指摘されよう。

地域経済統合の試みが活発化する中で,そ の最も代表的,かつ,先 進的形態が欧州連合

(European Union,EU)で あることは,何人も否定しえないところであろう。石炭と鉄鋼に関

する共同市場の創出を目指した欧州石炭鉄鋼共同体 (European Coal and Steel Community,

ECSC)に 始まるEUは ,多 くの悲観的観測をよそに,1999年 1月 1日 からは,EU加盟15カ 国の

うち11カ 国が参加する形で,単一通貨,ユーロが導入された。更に現在は,東 ヨーロツパ諸国の

加盟交渉が始まっており,やがては「西ヨーロツパ」の地域経済統合から「ヨーロッパ」の地域

経済統合へと進もうとしている。つまり,EUは様々な紆余曲折を経ながらも単一の「ヨーロツ

パ」市場へとますます進化しつつある。

EU統合は,EU内外の企業にとつてその事業機会・環境の変化を意味しており,それ故に企

業自らも積極的に対応してきている。その最も重要な方策の一つが直接投資であり,それに対す

る各種の論評が出されている。1960年代には,ア メリカ企業の対欧直接投資に対して,ややジヤ
ー

ナリステイックに「アメリカの挑戦」が叫ばれた・
1。 それに対して,欧州系企業自身による欧州

内直接投資の広がりも,同時に指摘された・
2.更 に,1980年 代半ば以降になると日本企業による

対欧直接投資の急激な増加が見られ,それに対する多くの研究が発表されてきている・
3.っ まり,

地域経済統合と直接投資,乃至は,その担い手としての多国籍企業との間には密接な関係があり,

多国籍企業のEU統合市場への対応は,非常に重要な課題として,研究が進められてきて
いるの

である.

ところで,直接投資に関する研究は多岐にわたつており,製造業と非製造業どちらに関しても

多くの蓄積がある。そして,製造業の直接投資に関する従来の研究は,生産工程に焦点を当てた

*1セルバンーシュレベール,JJ。 (1968)『アメリカの挑戦』東京:タ イム・ライフ・インターナシヨナル。(Sewan_

Schreiber,Jean― 」acques。 (1967)L`Dφ  A″′ricαれ。Pans:Editions Denoё l.)      |
*2 Franko,L.G。 (1976)`Ⅳ tθ EじrOpacm ttrじ あれαιjoπαL A Rα L`″θd Cんαιル昭θιo A″認だcιれ 

“
d Brjιおん

助 B“れθSS London:Harper&Row Publishers.
中3例えば,以下のものを参照されたい。 Sachwald,F。 (1995)よフ…

Jttr鵬 れ ELropa Luxembourg:

惚雰Ъ篤鮮f籠翻夢LL瑞駅巽電発l ttFi脇
翻霧;羅窪鰹夢絲 雄

関する分析」『証券研究』110巻 ,153-198頁 .
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ものが主流であり,その事は対 EU直接投資についても指摘されうるところである。対EU直接

投資に関しては,何故 EU域内に工場を建設するのか,何処に工場を設立するのか,関連産業や

地域経済・雇用への影響は如何なるものであるのか,姉妹工場間の協力・分業関係は如何なるも

のであるのか,と いった問題が問われてきた。これらの問題自身が大きな重要性を持つものであ

る事は否定しえないが,その事は同時に,製造業の生産工程以外の直接投資に関する研究が必ず

しも生産工程のそれに匹敵するほどの成果を上げているとは言えない事を意味してもいる.確か

に,研究・デザイン・開発 (Research Design&Development,RD&D)・ 4ゃ地域統括会社中5に

ついての研究には,一定の成果が見られるが,それらは相互に独立したまま進められていると評

価されよう。製造業の活動 。経営は,工場内のそれに限定されるものではなく,よ り大きな広が

りを持つものである。非生産工程と生産工程の相互関連性を包括的に検討する事は,多国籍企業

研究において非常に重要な課題であろう.

本稿は,日 系自動車多国籍企業の欧州における生産工程以外の活動にまで視野を広げ,従来の

研究の欠落部分を埋めるものである。ここで,日 系自動車企業に対象を設定する意義は,容易に

理解されよう。その規模の大きさ,並びに,裾野の広さ故に,自動車産業はEU経済にとって非

常に大きな意味を持つ。後に見るように,欧州自動車産業は,一面で EU統合と密接な関係を持

ちながら発展してきていると同時に,市場統合が必ずしも整合的・全般的に進んでいない部門の

一つでもある。更に,1980年代後半以降の対 EU直接投資の重要な主体となった日本にとって ,

自動車は対 EU製造業直接投資にとって電気機械 。機器と並ぶ最大の部門である。そこで,本稿
では具体的には,EUに おいて一定の市場シェアを有し,かつ,積極的に進出しているトヨタ,
日産,ホ ンダを取り上げ,各社の工場のみならず,RD&D,販売 。物流,そ して,欧州統括会社
について眺めながら,その EU統合との関わり,意義を考察していくこととする。

本稿は,以下のような構成で分析を進めていく。まず,地域経済統合と直接投資の関係に関す

る文献を概観し,本稿で問われるべき論点を明示する (第 Ⅱ章).続いて, 自動車産業との関連

において EU統合の流れを簡単に見ていく (第Ⅲ章 )。 その上で, 日系自動車メーカーの非生産

部門を含めた対 EU直接投資の歴史的経緯と現状を確認しながら (第 Ⅳ章),その意義を検討す

る (第 V章 ).最後に,今後の研究の方向性を指摘して,結論に代えることとする (第 V章 )・ 6.

* a Pearce, R. & Papanastassion, M. (1996) The Technological Competitiveness of Japanese Multination-
als. The European Dim,ension Michigan: university of Michigan press.

* 5 Shutte, H. (1997) 'Regional Headquarters in Action: Empirical Evidence and Model Building", in
Macharzin&, K., Oesterle, M-J. & Wolf, J. (ed) Gtobat Business in the Information Age: proceed,ings
of the 23rd Annual EIBA Conference. Stuttgart:
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Ⅱ.文献サーベイロ

本節においては,地域経済統合と直接投資,更に,多国籍企業論に関する研究を批判的に検討

しながら,次節以降の分析課題を明確にしていく.

地域経済統合と直接投資の関係を扱った文献には,多 くのものがあるが,ま ず第一に,地域経

済統合が直接投資を促すのか否か,それは如何なる性格の投資であるのか,と いう問題が,最初

に提起された。キンドルバーガー (Kindleberger)は ,関税同盟結成の効果,即 ち,貿易創出効

果,貿易転換効果に対してとる企業行動として,其々直接投資の転換効果と創出効果が有り得る

事を指摘した
中7.キ ンドルバーガーのモデルを敷延して,国連は地域経済統合に促されて生じう

る直接投資の流れの 4つの形態を分類した・
3。 貝口ち,「防衛的輸入代替投資 (defensive import―

substituting investment)」 ,「再組織化投資 (reOrganisation investment)」 ,「合理化投資 (ra_

tionalised investment)」 ,そ して,「攻撃的輸入代替投資 (offens市 e import― substituting invest―

ment)」 の 4つである。

「防衛的輸入代替投資」とは,統合によつて残余世界に対する輸入障壁が相対的に高まること

に対応して行われる直接投資を指す。統合の結果として,域内企業の直面する流通障壁は取 り除

かれ,有利な立場に置かれる。しかし,域外企業は常にそうした利益を同じように享受できるわ

けではなく,その分だけ域外からの統合地域向け輸出は域内企業に対して相対的に不利なものと

なる。そこで,域外企業は,関税回避的に行われる直接投資と同様の利害に導かれて,統合地域

に向けて直接投資を行なうことになる.

「再組織化投資」とは,統合地域内の流通の自由化に応じて行われるものである。従来,何 ら

かの保護措置によつて,その生産費の高さにもかかわらず正当化されていた生産拠点は,域内障

壁の撤廃によつて他国にある姉妹工場と直接その生産費が比較されることになる。その結果とし

て,多国籍企業はその工場を域内の比較優位構造に基づいて再編成することになり,最 も生産的

な加盟国に向けた域内直接投資が生じることになる。

統合された市場は,中長期的には,企業が「規模の経済」を享受するための条件を提供すると

中6本稿執筆に当たつては,公刊資料のみならず,当該企業とその欧州子会社への一連のインタビュ
ー等によつて得ら

れた資料,情報を利用した。快く情報の提供に応じて下さつた各企業の方々に,こ こでお礼を申し上げるとともに,

本稿で示された考えなどは全て本著者のものであることを予めお断りしておく。

●7 Kindleberger,CoP。 (1966)“ European lntegration and the lntemational Corporations."

Co滋れbjα 」oLttαι or 7orι d B“れass l,1.pp.65-73.
中8 united Nations(1993)From ιんθ Com漸じοんЛια

「
たθι ιο EC 12′ Rcgjοπαι Eco2omic lttι agraιjo2 jん ιんθ

ELropθ
"2 Com用

賜んι″ ″じ」=rO%屁
αιjοttαι COrporαιjοEso New York:United Nations.
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伴に,それ以前より厳しい競争をもたらすことになる。一面で,企業は「規模の経済」を発揮す

るために,その生産施設をより集中させることになる。他方,競争激化に対応して,非効率な活

動・事業を合理化することが求められる。それ故,こ のような企業の対応に伴って生じるところ

の域内の直接投資は,「合理化投資」と呼ばれることになる。

統合がもたらす成長促進的効果もまた,企業の直接投資を促す要因となりうる。既存の不生産

的コストの削減や規模の経済,競争の強化は,マ クロ的に見れば,当該地域の生産性と潜在成長

率そのものを上昇させるものと期待されている。更に,統合市場の流通障壁が低下することに伴っ

て,域内で最適な立地条件を選択しうる可能性が拡大する。そうした利益を獲得するために,域

外企業によって,域外からの輸出よりはむしろ直接投資が活発化することが予想される.そ れを

「攻撃的輸入代替投資」と呼ぶこととする。

上記の研究に即して,こ こでは本稿の課題との関連において,以下の二点が指摘されうる。ま

ず第一に,日 本自動車企業の対 EU直接投資というものが如何なる性格のものであるか, という

ことが問われねばならない。第二の点は,上記の研究は明らかに生産工程のみを対象としたもの

であり,製造業の非生産工程の直接投資を十分考慮に入れていない,と いう問題点を指摘できる。

本稿の実証研究は,こ の面での視野を広げる事に貢献しうるであろう。

第二の論点は,企業,乃至は,産業の立地に関わるものである。地域経済統合が,産業の地理

的編成に対して及ぼす影響については,古 くから指摘されていたが中9,1990年 代に入って「新貿

易理論」の立場から新たな光が当てられるようになる・Ю。地域経済統合は,その領域内において

関税,非関税障壁を含む広義の「運送費」を引き下げることになる。それまでは「運送費」によつ

て正当化されていた産業の地理的分散が再編成を余儀無くされることになる。
‐
そうした再編成は,

「外部経済」に基礎を置く「規模の経済」によって,更に加速されうることになる。即ち,熟練

労働力のプール,支援。関連産業の集中,並びに,当該産業関連の技術・情報の伝播, といった

諸要因が,既にある産業が立地している地方 (local)に対して,他の地方よりも有利な立地条件

を与えることになる。その結果として,地域経済統合はある産業はある地方に,他の産業は別の

地方に集中・集積することを促進することになると予想している。

「新貿易理論」からの産業立地に関する考察は,産業の集中・集積が如何にして進むのか, と

いうことを明示的には示していないが,こ こで我々は二つの可能性を示唆することが出来る。第

*9 Giersch,H。
(1949)“ Econormc Union between Nations and the Location of lndustHes",Rω jθ″ or

Eθοttο″2c Sじごjas vol.17,no。 21,pp.87-97.
中10 Krugman,P.(1991)Gθ ograpLy ttd 7レιガa Camb五 dge,Mass:MIT Press。 ,Baldwin,R.E。 (1994)30″″あ
aE Lι agraιθd」E″Opa London:Center fOr Econolrllc Policy Research。 ,pp.42-50。
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一番目の可能性は,市場における競争を通じてこの集中・集積過程が進むものである。地域経済

統合以前には,自 国市場以上の「規模の経済」は,域内おける何らかの保護的な手段によって享

受されえなかった。しかし,地域経済統合による「運送費」の低減は,保護によって統合域内で

以前には並存していた企業,産業が,直接競争するようになる。結果として,他国の競合企業 ,

産業を統合市場から駆逐することを通じて「規模の経済」の獲得が可能となる。ここでは,市場

における競争こそが,当該産業の生産拡大と集中・集積をもたらすことになり,競争し合う企業

は相互に独立であってもかまわない。

第二の可能性は,多国籍企業がより意識的に行動することを通じて,産業の集中・集積過程を

推し進めるものである。即ち,多国籍企業が最も有利な立地場所に投資し,「規模の経済」を最

大限発揮しうるところまで子会社を拡大する事によつてもたらされる産業の集中・集積がそれで

ある。この場合,二つのケースが想定されうる。一つ目は,既に最適立地場所に存在する子会社

を拡張しながら,他の子会社の縮小・統廃合を進めるものである。もう一方は,最適立地場所に

新たに投資を行なうものである。前者は,主に統合域内における直接投資の増加と撤退の同時進

行を見る事になるであろう。後者は,域外からの直接投資が,最適立地場所に向かう事になる。

ここで指摘した多国籍企業の対応は,市場競争の結果としてもたらされるであろう分業関係を先

取り的に,しかもより速やかに形成する事になろう。即ち,地域経済統合が促す資本の移動は ,

域内特定地域に対して経済活動の集積効果を及ぼす可能性があろう。

地域経済統合が直接投資を地理的に集中させるという「新貿易理論」の予想は,本稿の課題と

の関連でやはり二つの論点を導く。第一のそれは,日 系自動車企業の対 EU直接投資は,特定の

国,地方への集中傾向を示すものであるのか,否か,と いうものである。第二の論点は,非生産

工程の投資における集中傾向と関わるものである.集中傾向が見て取れる場合,生産工程向け投

資との関連において生じうるのか,それとも各機能毎の集中傾向を指摘しうるのか,と いうこと

が検討されねばならない。

他方,直接投資論,乃至は,多国籍企業論の視点からは,地域経済統合下における直接投資に

対しては,内部化理論とその動学化である国際化過程論を敷延する事によつて接近できよう.内

部化理論は,知識・情報に関する市場の不完全性が,直接投資の誘因になる事を指摘しており,

賃金以外のコスト要因,取引コスト (transaction costs)への着目を促すものである・・ .企業は,

他者との競争で敗退しない何らかの優位性を保持しているものであるが,それは生産技術や経営

*11 Buckley, Peter & Casson, Mark (1976)

London: Macmillan., Rugman, A.M.
The Future of the Multinational Enterprise.
(1981) Inside the Multinationals. London: Croom Helm.
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管理方法などに代表される企業独自の知識・情報等である。そうした知識・情報は,必ずしも市

場において正当な価格付けが成されるわけではなく,時にはその取引市場そのものが存在しえな

いこともある。そのような場合,企業は自らの内部組織を通じて,知識・情報の最適配分を行な

う主体として行動するのである。そうした行動が国境を越えて行われれば,それが直接投資とな

り,その担い手が多国籍企業となるのである。

ところで,多国籍企業は内部組織を通じて知識・情報を配分するだけでなく,同時に外国にお

ける経営等を通じて,現地で知識・情報を獲得していく主体でもある。多国籍企業による知識 。

情報の内部蓄積に着目したのが,国際化過程論である中2.国際化過程論は,ス ウェーデンの多国

籍企業に関する実証研究から,企業が単なる国内のみの活動から国際的に事業を展開する過程を

跡付け,モデル化を行なったものである。企業の国際化は,外国の代理店を通じた単発的な輸出

から始まり,やがて自らの子会社を設立して,それを通じた恒常的輸出に移行し,更に,そ うし

た活動を踏まえた知識・情報に基づいて現地工場の設立へと移っていくとするものである。そこ

では,知識・情報の取得は累積的であり,企業の国際化がある局面においては漸進的に進行する

と同時に,別の局面においては大きな飛躍を伴うものであるとする。

ところで,多国籍企業の国際化は現地企業との競争に打ち勝つ,ま たは少なくとも競争によっ

て排除されないで留まり続ける過程でもある。しかしながら,現地企業や既に現地に進出してい

る他の多国籍企業も,新たな参入者との競争によって排除されないように,自 らの競争力強化を

図っている。両者の競争関係が変化する中で,内部化し,蓄積すべき知識・情報もまた自ずと変

化し,よ り高度なものへと発展せざるをえない.

内部化理論,国際化過程論を概観した事から得られる論点は,以下の如くである。即ち, 日系

自動車企業が対 EU直接投資を通じてEUに配分しようとしてきた知識・情報とは如何なるもの

であり,他方EUにおける活動を通じて獲得しようとしてきたものは何であったのか, というこ

とが,第一の論点である。第二のそれは,そのような知識 。情報の配分,並びに,獲得において,

非生産工程の直接投資は,如何なる役割を演じてきたのか,と いうことである。

EUの統合は,個々の国民的市場を単一の欧州市場へと編成替えする過程にあり,後に見るよ

うに大きな成果を上げてきている。しかし,国民的特性が完全に失われてしまったわけでも,近

い将来EU大でのものに代替するわけでもない。むしろ,国民的側面とEU的側面の並存にこそ,

*lzJohanson, Jan. & Vahlne, Jan-Erik. 0977).,The Internationalization process of the Firm: A Model
of Knowledge Development and Increasing Foreign Market Commitment." Jour-nat of International
Business Studies. vol.8, no.l. pp.?3-32, Johanson, J. & Wiedersheim, Paul F. (1975) "The Internationa-
lization of the Firn, Four Swedish Cases", Joumal of Mana4errlpnt Studies vol.12, no.B, pp.B0b-822.
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その特徴とダイナミズムがあると言える。そして,多国籍企業が配分し,獲得する知識・情報も,

そのようなダイナミズムと相互関係を持ちうるものである。それ故に,日 系自動車企業の非生産

工程向け投資にまで視野を広げた本稿の研究は,EU統合のダイナミズムとそれを反映した企業

の戦略を明らかにしうるであろう。

Ⅲ.欧州統合と自動車産業 .

戦後の欧州経済統合は,紆余曲折を経ながらも進展してきており,それは自動車産業について

も言えることである.本章では,自動車産業に関連する限りにおいて,欧州統合の流れを簡単に

確認しておこう。

Ⅲ-1。 関税同盟結成 .

1958年に結成された欧州経済共同体 (European Economic Community,EEC)は ,1970年 ま

でに域内関税同盟を完成させる事を目標に掲げた。しかし,1960年 代の EECは 当初の予想以上

の発展を遂げ,予定を前倒しする形で1968年 6月 末には関税同盟を完成させることになる。EEC

関税同盟の結成は,他の産業と同様,自 動車産業にとつても域内市場における競争の激化を意味

した。即ち,EEC結成以前には各国の自動車市場は関税よつて手厚く守られていたものが,域

内においてはゼロ関税の下での競争を余儀無くされたからである。例えば,イ タリアは35-45%,

フランスは30%,西 ドイツは17%であつた自動車関税が,域内加盟国の輸入に対しては完全に撤

廃され,域外からの輸入関税に関しても11%に まで引き下げられた。遅れて EECに加盟したイ

ギリスも,1950年代の30%か ら1972年にはH%に まで輸入関税を引き下げ,更に1973年の EEC加

盟後は対加盟国関税を撤廃した・
B.EEC関税同盟の結成は,在欧自動車企業をして,既存の子会

社網を再編成させる事になる。欧州系の企業は,自 国に生産拠点を集約したのに対して,ア メリ

カの多国籍企業,フ ォード,GMはむしろ既存のドイツ,イ ギリスの生産拠点に加えて,ベルギー

エ場の新設,フ ランス部品工場の設立という対応を示した
中M.

しかしながら,関税同盟が対象としたものは主に域内関税と数量規制の撤廃だけであり,そ の

rls Owen, N. (1g8g) Economies of &alz, Cornpetitiueness, artd Trade Patterns within the European

Community. Oxford: Clarendon.
*laMaxcy, C. (tggt) The MukinationalMotor Ind.ustry. London: Croom HeIm., Hu, Y.S. (1973) Impact

of US Inuestment in Europe: A Case Study of the Automotiue an'd Computer Industries. New York:

Praeger.
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他の非関税障壁は残されたままとなる.しかも,後述するように,日 本車の輸入を巡って,加盟

各国は相互に独立した対応を見せる事になる。

Ⅲ-2.単 一欧州市場 .

1985年 EC委員会 (現在の欧州委員会)から出された「単一欧州市場計画」に端を発するEU

域内市場の統合は,大 きく言って,自動車産業に二つの側面から影響を与えることになる。

第一のそれは,技術的な基準・認証制度などの違いに起因していた障壁を除去することである。

自動車は,その技術的特性故に多様な規制と関わっており,同時に,その産業としての象徴的な

性格故に国民的利害とも密接な関係にある。そのため,1970年 代に世界経済,欧州経済が低迷す

る中で,EU加盟各国が内向きの経済政策を指向するようになると,非関税障壁を利用した自国
の自動車産業保護の傾向が現れた。「単一欧州市場」の経済的効果を予想した,所謂「チェッキー

ニ・レポート」は,技術的規制,規格の不一致によって,最 も不利益を被っている代表的産業と

して自動車産業を指摘している・15.そ こで「単一欧州市場」の一環として,自 動車,並びに,そ
の部品に関わる一連の技術 。環境基準の統一,調和化が求められた。それらは,必ずしも常に
EU全体で単一の基準 。規制の導入を求めたわけではなく,時には相互承認を利用しながら進め

られてきている・ 16.

第二の影響は,日 本からの輸入車に対して加盟各国が課していた公式・非公式の輸入規制が ,

「単一欧州市場」と両立し得ないことから生じるものである。1970年代に入ると, 日本の自動車

産業の勃興は目覚しいものがあり,その輸出は欧米市場を席捲するようになる。それに対して ,

自国企業を抱えるEU加盟国は,個別に日本車輸入規制を行なうようになる。イタリアは,既に
1950年代からあった対日輸入規制 (年間2000台 )を維持し,フ ランスは日本車輸入が新車登録の

3%を越えない事を求め,イ ギリスは市場シェア11%を 日英の自動車団体間の紳士協定として合
意し,Eu内部で最も自由貿易擁護派である西 ドイッですら輸出自主規制を求める動きを見せた。
更に,1986年 にEUに加盟したスペイン,ポ ルトガルも対日自動車輸入規制枠を有していた .
「単一欧州市場」の創出によって,域内の非関税障壁,特に税関での検査等が取 り払われてしま

えば,こ れらの対日自動車輸入規制国へは,他の国を通じた迂回輸入が発生する事になろう。こ
の問題を如何に扱うか,と ぃうことが EUに突きつけられた課題であったが,後に見るように ,

*15チェッキ_二:パォロ (1988)『 EC市場統合 。1992年 ,域内市場完成の利益』東洋経済新報社,第 4章参照.申16自 動車産業に関連する措置については,European COlll_ssiOn(1997)動 θs昭ル Mげたθι Rω jθw,動叩αcι
ο屁 」И ttLracι

“

瓦agp MOι Or yθんj`趨、 Luxembourg:Office fOr Official PublicatiOns Of the European Conl_
munities,pp7-14を 参照.

-61-



経済研究4巻 3号

それは市場統合ための過渡期間を延長することで,形式的な解決が図られる事になる。

Ⅲ-3.対 外関係 .

EUの対外関係においては,その近隣諸国との間の通商特恵関係が重要である・
r.近隣諸国と

の通商特恵関係は,それが将来的に,当該国の EU加盟を前提とするものであるか,否かに関係

なく,多国籍企業の活動に大きな影響を与えており,自 動車産業もまたその例外ではない。EU

はその発足当初から多分に政治的性格を有するものであったため,それを嫌つた西欧諸国は独自

に欧州自由貿易地域 (European Free Trade Area,EFTA)を 結成し,ECと の間には自由貿易

協定を結んでいた.他方,独裁政権の支配していたかつてのギリシヤ,ス ペイン,ポルトガルも

また,民主化以前はECへの加盟が認められなかったが,自 由貿易協定を結ぶことは認められて

いた。これらの国々は,EUと の地理的近接性,並びに,異なる経済条件故に,多国籍企業にとつ

てはEUの枠にとらわれない独自の有利な立地条件を提供し,多国籍企業の投資を引きつけるこ

とに成功してきた。例えば,フ オードは1976年からスペインの低賃金を利用した小型車生産に着

手し
中B,GMは総投資額の三分の一に当たる投資補助を受けて,1979年 オーストリーに西 ドイツ

エ場向けのエンジンエ場を新たに設立した
申Ю。これらのことは,EUの対外関係を如何に活用し

うるのかということが,多国籍企業にとつて非常に重要な課題であることを意味する。

Ⅲ-4.通 貨統合 .

1999年 1月 1日 から発足した単一通貨,ユーロは,「単一欧州1市場」の衝撃を更に拡大する形

で,自 動車産業に影響を及ぼすことになる。単一通貨の影響は,一朝一夕に目に見える形で現れ

るものでもないが,予想も含めて,その意義を見ておこう。

通貨統合が及ぼす自動車産業への影響は,ま ず何よりも各国間の価格差の明確化である。「単

一欧州市場」にもかかわらず,EU域内における自動車の価格差は,未だに大きいままである。

最新 (1999年 5月 )の EU調査に依れば,域内の価格差は,最低でも13%(アウデイ),場合によつ

ては30%を 越えるケース (フ ォルクスワーダン)も報告されている
鮨加。かつては,各国通貨の相

違と為替相場の変動が,このような問題から消費者の目をそらす事に貢献したであろう.しかし,

*17 EUの特恵関係については,例えば,Hine,R.C。 (1985)劉物 Poι
jι jθαι Ecολοコリ oJ Eじropθαtt r'α &′ ス屁Lι ro‐

dじθιjοんιο ιんθ働じ&PoιjCι
“
oJ ιんθ tta sussex:Wheatsheaf.を参照.

*18 Dicken,Peter.(1992)Gι οbαι助 ヴtF鶴 21んιomaι jολαιjzatiο2(ザ Ec020潤C Acιわ
jι jas. れごθd London:

Paul Chapコ餞 n Publishing。 9章を参照 .
*19 Sincla士

,R。 &Walker,D.F。 (1982)“ Indust五al Development via the Multinational Corporation:General

Motors in Vienna." Rcgjο んαJ Sじごjas 16,pp.433-442.
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ユーロはよリー層価格差を目に見える形で示すようになり,消費者団体からの庄力強化にとって

追い風となろう中a.

他方,為替の取引コストと為替相場の不確実性の除去は,他の産業部門と同様,自 動車産業に

とつても効率的な経済環境の提供を意味する。即ち,両替に伴う手数料などのコストが全く必要

無くなるだけでなく,為替相場の変動に備えて取られてきた先物等によるリスク・ヘッジもまた

必要性を失い,そのためのコストが絶対的に削減可能となる。勿論,非ユーロ圏との取引に関わ

る為替コストは残存する事になるが,ユーロ導入が非生産的コストの削減という大きなメリット

をもたらす事に変わりは無い。

Ⅲ-5.非統合領域 .

上述のような統合の進展にもかかわらず,非統合領域が並存していることを,こ こでは指摘 し

ておこう。EUにおける市場の統合は,市場を支える法的 。制度的・技術的枠組みの国民的相違
を取り除いたり,統一したり,調和したりする事を通じて図られてきた。しかし,それらが未だ

不完全な事,更に,そ もそもそうした枠組みからある程度独立して存在する文化的,歴史的な相

違の存続,こ れらによって EUの市場は一国市場のようには成りえていなぃ。その事を, 自動車

産業との関わりにおいて確認しておくことは,後の分析にとって有意義であろう.

第一の「障壁」は,需要の性質の「国民的」相違に起因するものである。自動車は,一般の個
人消費者にとっては,最 も代表的,かつ,住居に次ぐ最大の耐久消費財である。一般道路 。高速
道路等のインフラ整備状況,バカンスの過ごし方,一人当り国民所得や家族構成,更には気候風
土のような多様な要素が,人々の車に対する嗜好を左右する。EUの市場統合は,国民的需要特
性を統合するものではなく,む しろ国民的相違を色濃く残しながら進展するものである。具体的
には,車・エンジンの大きさ,デザインや色,イ ンテリアやアクセサリーの嗜好に,国毎の違い

を読み取る事が出来よう摯2.自動車会社はそうした国民的特性を無視する事は出来ない。もし国

民的特性を見誤る事があれば,在庫をつみ増し,大幅な値引きを強いられ,収益が圧迫される事
になるからである。

第二の「障壁」は,EU統合自身の不完全性に起因するものである。統合市場であるが故の

摯20 Financial Times,23/7/99,日
本経済新聞1999年 7月 24日 。

Cげ P,j“ Dtteraι jαお ″Jιんれ ιんθ ELropaαzし屁jοtt ολ
DG Ⅳ.に よる。
*21Fれωzθjαι ztts,1/7/99.

なお,原資料は,EurOpean COmmssiOn(1999)
f」Иの  Iθθ, BrusselsI European Commlssion,

*22欧州各国の需要特性とその違いについては,例えば,Rhys,Do G。 ,Nieuwenhuis,P.&wells,P。 (1995)`助θF磁じra O/c″ RθιαJιj′ば れ Nttιθtt ELropa London:The Econolmst lntelligence Unit.を 参照。
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EU市場の歪みとは,「単一欧州市場」に含まれない分野の存在,EU 15カ 国の不完全な通貨統合

への参加状況等である。先に指摘 した日本車輸入規制の国毎の相違 とそれに対応 して結ばれた

EU一 日本間の「合意」は代表的な例である・"が ,「単一欧州市場」からの逸脱は,そ れに止まる

ものではない。メーカーーデイーラー間の排他的契約の締結は,「一括免除 (block exemption)」

としてEU競争法の適用を免れている・2.先に見た自動車価格の国毎の相違は,そのような事情

を背景として持つているのである。更に,自動車税の調和化もまた「単一欧州市場」から除外さ

れ,デンマークは100%を 超す税金を課している。他方,環境保護関連規制もまた,最低限に
つ

いての合意はあるが,各国はそれよりも厳しい規制を課す,ま たは,それを達成した車に対して

税控除や補助金を与える事が許されている。例えば,1996年 ,1997年 に,其々取られたフランス,

イタリアの新車購入に対する補助金は,人為的に需要を押し上げ,その廃上とともに,需要の大

幅な後退をもたらした・
あ。こうして,EUの 自動車市場は,制度的にもまだまだ未完成なもので

あると言えよう。

Ⅲ-6.小 括 .

EUの発展は,その域内市場をますます統合されたものへと変化させつつあるが,同時に,そ

れから取り残されたものを含みながら進んでいる。多国籍企業は,上述のような特徴を考慮しな

がら,EUにおける事業を展開することになり,それは,生産拠点の設立,再編に止まるもので

はない。他方,EU経済が,一国経済のようなものではない故に,各加盟国の市場や経済条件に

関する知識・情報の内部化と獲得が,当該企業の経営を大きく左右することになろう。

Ⅳ。日系自動車企業の対 EU直接投資 .

日系自動車企業は,1970年代後半以降,世界の自動車産業に大きな影響を及ぼすようにな
つて

きた.三度にわたる石油危機,それに伴う世界経済の低迷を反映して,1970年代に世界全体
の乗

用車生産は3,000万台前後を推移した。そうした中,日 本の乗用車生産は1973年
の450万台から

*23 MaSOn,M。 (1994)“ The Political Economy of Japanese Automobile lnvestlnent in Europe",in Mason,

M.&Enmmation,^D.(ed)Do6 0υ ttgrsλわ ναιι″?洗″
“
6θ iイじιιれαιjο ttαお れ ELropa Oxford:

Clarendon Press。 ,Mattoo,A.&Mavroidis P C(1995)“ The EC― Japan Consensus on Cars: Interaction

between Trade and Competition Policy'', Tん θ 70r"Ecο 2oηり′V01・ 18, no.3,pp.(M5-365.

11服 卜 ,°りし
'メ
賛λ』雰年新車登録は,そ うした補助金の廃止によつて,対前年比でW%の 減少となつたのに対し

て,逆に,イ タリアは補助金の導入によつて39.2%の増加となつた。Лhttθ
jα z π腕ら 14/1/98.
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1980年の700万台へと大きな増加を見せ, 日本の輸出は同時期に140万台から400万台へと増え

た““。そして,欧米においてはその集中豪雨的輸出が政治問題化し,ア メリカ,欧州の自動車産

業は日本からの輸入に対して,何 らかの形での輸入規制 。管理措置を取ってきた。

欧米の管理貿易的措置に対して,日 本企業は現地生産の推進で対応してきた。1980年代に, 日

本企業の対欧進出は,輸出主導から現地生産へと移行していく.そ して,1980年 代後半からは,

生産拠点のみならず,それ以外の機能も日本から移管し,更なる現地化が図られるようになって

きている。日系自動車企業,具体的には,日 産,ホ ンダ, トヨタの対欧進出を,生産拠点・非生

産部門の両面から見ていこう。

Ⅳ-1.工場進出中η.

日系自動車企業の欧州工場設立は,1980年 代から始まり,1990年 代末から21世紀初頭にかけて

その主要セグメントの現地移管が完了していく。日産は,1984年 にサンダーランド (イ ギリス北

部)に工場を設立し,現在は小型,大型車を生産中であり,2000年 には中型車生産が同工場に移

管される。1979年 ,ブリティッシュ・レイランド (BL,後のローバー)と の技術提携に始まる
ホンダの対欧進出は,その後ローバーによる委託生産車の出荷前検査のためのスィンドンエ場

(イ ギリス南西部)が 1986年に設立され,そ こでは中型車,大型車の生産が行われ,現在は小型
車生産のための拡張工事が進んでいる。三社の中で最も遅れて欧州への工場進出を果たしたトヨ

タは,1992年 にバーナストンエ場 (イ ギリス中西部)か ら最初の完成車を出荷した.

直接投資は,多 くの不利な条件を克服し,なおかつ,各企業が有する競争力を発揮できなけれ
ばならないが,イ ギリスはそうした要請に適合的な条件を提供しうる国であった。日本車の国際

競争力は,その柔軟な生産方法にあったが,それは同時に,従来の大量生産とは大きく異なるも
のでもあった認。それ故,現地生産に当たっては,日 本からの指導とそれを受け入れる労働者。
中間管理職が必要であった。近隣の企業などに比べてより良い労働条件を提示する事によって,

日本企業は最も優秀な労働者を地元で調達する事が出来た。他方,イ ギリス自動車産業の凋落に

伴い,経験を有する優秀な管理職の調達も大陸諸国に比べ,比較的容易であった。更に,国際化

*26統計数字は,日本自動車工業会 (1998)『主要国自動車統計,19971日 本自動車工業会,よ り。中27日 系企業の対欧進出とその拡散傾向については,Ando,Ken― ichi(1997)“ The single European Market and
the LOcation Strategy of Foreign Car MultinatiOnals",in Macharzian,K.Oesterle,M―

J.&Wolf,J。 (ed)

期愛 鱗顎  電 胤es,D.T.&Roos,D。 (1990)1%θ  Macん jんθιんαι Cんαれgθごιんθ〃οrιd New York:RawsOn Associates。
)
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の経験が未だ浅かつた日本の自動車企業にとつて,英語を使用できる事は大きなメリットでもあっ

た。つまり,日 本の新たな柔軟な生産方法を移植する際に,最 も適合的な土壌を提供しうること

がイギリスヘの工場進出の主たる要因であつた。

日系企業にとつては,イ ギリスが最大の現地工場受入国であるが,大陸ヨーロツパヘの進出の

動きも生じている.1995年 に,三菱自動車は,オ ランダ政府,ボルボ (スウェーデン,現在はフォー

ドの子会社)と の合弁による工場をオランダで立ち上げている。本稿で取り上げている三社のう

ち,日 産は1982年以降スペインで商用車生産を行い, トヨタとホンダはEUと の関税同盟協定を

結んでいるトルコにおいて,イ ギリスでは生産していない 4ド アセダンを,それぞれ1994年 ,

1997年以降生産を始め,欧州市場にも供給している。更に,2001年 の生産開始を目指して, トヨ

タは15万台規模の小型車生産工場をフランス北西部に建設中である。

日系三社の現地生産は,大型・中型・小型車の主要三部門の生産を全て移管する方向で進行中

である。しかし,欧州企業並びにフオード・GMの 欧州子会社は,1980年代以降日本企業を見習つ

て大幅な生産方法の見直し,改善を進めた結果,1990年代にはいつて生産性の向上を達成してき

ている。確かに,日 産のイギリスエ場は生産性欧州第一位の座を維持しているが, ト
ヨタやホン

ダのイギリスエ場の生産性は必ずしも他の現地工場と大差無く,在欧欧州系,米系工場も年々生

産性を高めている
硼.そ うした欧州における競合企業の復活もあつて,日 本車のシェアは必ずし

も1990年代初頭に予想されたような形で上昇しているわけではない。日本
一EU間 の「合意」に

よれば,1990年代末までに日本車の EU市場におけるシェアは,16%に達するものと予想され
て

いた・∞.しかしながら,1998年 の実績値は11.8%に留まつている・・ 。こうした流れの中で,生産

部門以外の現地進出が進められてきている。以下において,非生産部門の動向を具体的に見
てい

こう.

Ⅳ-2.非 生産部門ロ

日系自動車工場の進出面で見れば最大の受益国であるイギリスも,非生産部門の直接投資
に関

しては,必ずしも同程度の利益を享受しているわけではない。以下において, 日系三社
の RD&

D,販売物流部門,そ して,欧州統括会社の立地と事業内容を概観し,その意味すると
ころを見

ていこう。

*2s ltinatxcial Timzs, L'/W,/W.
*30 Mason, op cit., PP.427-4N.
*3r Financial Times, 15,/0L/W,
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Ⅳ-2-1.RD&D.

日本企業のRD&D拠点は,イ ギリスをはじめ二から四ケ国に分散する形で立地している (表―

1)。 三社とも,イ ギリスとドイッにRD&D拠点を設立している。それに加えて日産とトヨタは
ベルギーに拠点を持っている。更に,前者はスペインにもRD&D施設を有し,後者は現在フラ
ンス南部に新たな施設を建設中である。殆ど全てのRD&D拠点は,1980年代後半以降に設立さ

れたもので, トヨタのベルギー施設を除けば,全てイギリスエ場設立以後,ま たは,それに並行

して作られたものである.それらは,大別して 3つの機能を有している。即ち,情報収集,現地

部品等の評価・調整,そ して,新車のデザインである。

表-1 日系自動車三社の在 EU RD&D拠 点 .

ホ ン ダ 産日 ト  ヨ タ
イギリス (92)

ドイツ  (?)
イギリス (88)

ドイツ  (92)
ベルギー (89)

スペイン (?)

イギリス (89)

ドイツ  (?)
ベルギー (87)

フランス (建設中 )

出典 :各企業の決算報告書,会社紹介,社史等.
( ):設立年.

第一の機能は,情報収集に関するものである。既に見たように,EU域内市場は技術的障壁等
を除去 した後でも,基準・認証・技術的規制が完全に無 くなったわけではない.さ らに,環境規

制のように加盟国間における差異が認められているものもある。そのような情報収集は,二重の

意味で大きな重要性を有する。第一に,基準・規制をクリアする事は,現在の市場への参入の前

提条件となる。その際,よ り厳しいものをクリアしていれば,他のより緩やかなものへの対応は

比較的容易である.そ して,近年重要性を増してきている環境関連規制は,よ り高い基準を達成

しているものへの補助金を伴うものもあり,それへの対応如何では価格競争上でも不利となりう

る。第二に,基準・規制は時代とともに変化し,厳 しくなる傾向を有するが,それは必ずしも自

動車企業の能力から大きくかけ離れて設定されるものでもない。自国内に自動車産業を抱える国

は,基本的に自国企業と密接な関係の中で,そ うした基準 。規制を設定している。しかし,現地
生産へ移管しつつあるとはいえ,日本企業は未だそのような密接な関係を各国政府,EUと の間
に構築しているわけではない。多様な機会を捉えて,そのような基準 。規制の将来動向を把握す

る事は,新たな基準・規制に即応した研究開発を可能にし,新型車の導入をより円滑,かつ,素
早く行ないうるようになる。EUの本拠地であるブリュッセル,乃至は,その近郊にあるトヨタ,
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日産のRD&D拠点は,従来あつた施設を格上げする形で情報収集能力の向上を図り,ホ ンダは

欧州で最も規制が厳しいドイツにおいて情報収集拠点を有しているのである。

RD&Dの第二の機能は,現地調達部品の評価 。改善に関するものである。欧州で生産される

自動車は,その部品調達率・2が80%以上でなければ欧州産とは認められず,対外共通関税,そ し

て,対 日輸入規制枠に組み込まれる事になる。内製部品や人件費なども現地調達率の計算に含ま

れるとはいえ,欧州において相当程度の資材,部品を購入する事が必要となる。日系三社の場合,

エンジンの一部とトランスミッシヨンを除く全ての資材,部品などが,EU域 内において購入さ

れている。その際,従来からの日本車のもつ優位性を損なわない事が求められるが,具体的には,

低生産コストと低い欠陥率の維持がそれである。常に,調達される部品の品質を維持し,恒常的

にそのコスト引き下げ努力が求められる。場合によつては,部品メーカーに直接出向き,何 らか

の指導を行なう事すらありうる。組立工場のあるイギリスにおいては,政府,SMMT(Society

of Motor Manufacturers and Traders,イ ギリスの自動車生産並びに販売業界団体 )と の協力

の下,包括的なサプライヤー支援策が行われている・".同時に,部品メーカーと組み立てメーカー,

この場合は日本企業の間の力関係は,日 本におけるそれと反対のものである。欧ナロの部品メーカー

にとつては,日 本企業は新参者であるだけでなく,他のアメリカ系を含む在欧自動車企業に比べ

れば,その生産台数が著しく小さいからである・
34。 そのため,部品メーカーが常に組み立てメー

カーの要望通りの部品を供給しうるわけではなく,場合によつては前者の供給する部品に合わせ

て,自 動車の設計についてその一部変更を行なう事が必要となるのである。加えて,日 本企業自

身も優秀な部品メーカーであれば,欧州から日本,ま たは,ア メリカの工場への部品調達を図る

動きを見せている
申
"。 その際に,当該部品を評価し,欧州以外での適合性を見定める必要がある。

上記の目的故,こ の第二の機能を有するRD&D拠点は現地工場に併設されている。具体的には ,

日産はイギリス,並びに,ス ペインに,そ して,ホ ンダとトヨタはイギリスに,現地調達部品の

評価・改善のための施設を設立している。尚,日 産のベルギー施設, トヨタのベルギー, ドイツ

の施設は,イ ギリスのRD&D拠点と協力し,補完し合う形で,同様の機能を果たしている.

*32現地調達率の算定方法は,以下の通りである.即ち,
現地調達率 (%)=|(工場出荷価格一域外からの輸入部品原価)/工場出荷価格 |× 100。
*田 TOyOta Motor Manufacturlng(UK)Ltd。 より提供された資料 (20/05/97付 け)A Ⅵθ″frOm ιんθ Brj(なθ。
による。

*“ 例えば,日本車の中で欧州最大の生産台数を誇る日産の Micra(日本名マーチ)の生産台数が1996年時点で13万 6000

台である。それ対して,フ オードの同サイズのFiestaは ドイツ,イ ギリス,スペインで合計57万台を生産し, フォ

ルクスワーゲンの Poloは ドイツ,スペインにおいて合計50万台を生産している。数字は,日 本自動車工業会 (1997)

『主要国自動車統計,1997』 東京 :日 本自動車工業会,よ り。
*35例えば, トヨタは部品調達のためのガイドブツクを配布し,広 く世界中から資材,部品の調達を図る体制を整えて

きている。
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現地の嗜好に合わせたデザインを追求する事が,日 本企業の在欧 RD&D施設に課せられた第

三の課題である。欧州における日本車の評価は,「品質が高く,故障が少なく,相対的に低価格」

というのが一般である。しかし,そのような好意的な評価ばかりではなく,場合によっては, 日

本車の「没個性」と言われるデザイン面での非常に低い評価も存在している中“。日本車メーカー

の車は,各々の名前,例えば,「 日産の車」,「 トヨタの車」という形で見られるというよりはむ

しろ,「日本の車」と十把一絡げにされる傾向が強い。それは,日 本国内市場向けの車が,必ず

しも欧州では受け入れられないことを意味している。しかも先に見たように,従来の日本車の優

位性に関しても,在欧企業が日本の柔軟な生産方法を導入し,改善を加える事によって,必ずし

も絶対的な優位性とはなり得なくなってきている・37.自動車が個人消費者にとって重要な耐久消

費財であるが故に,デザインのような非価格競争面での優位性を確立し,ブランドカを強化する

事は,ま すます重要になってきている。それ故,現地人デザイナーを登用し,現地の嗜好にあっ

たデザインの提供が,欧州市場における成功の鍵と認識され,そ れに対応 した RD&D施設の設
立が進められてきているのである。小規模とはいえ,戦略的な重要性を有する施設としてのデザ

イン・スタジォを,日 産とホンダはドイッに持ち,一方トヨタはベルギーに有している。優秀な

デザイナーとそれを支援する周辺関連企業の集積利益に引き寄せられる形で,日 本企業はこれら

の施設の立地を決めたのである。更に, トヨタは,2001年 に操業開始予定のフランスエ場設立と

それに伴う南欧市場開拓のために,フ ランス南部にデザイン・スタジォを建設中である.

以上,1980年代末から,日系企業はRD&Dの面においても急速に現地化を進めてきているこ
とが確認された。各施設は,それぞれ固有の機能を持ちながら,相互に補完しあいながらイギリ

スエ場の川上部門の強化を進めている。

Ⅳ-2-2.販 売物流部門.

日本自動車企業は,組立工場から見て川下部分に当たる販売物流関連の子会社をEUの 主要な

市場を網羅する形で設立してきてぃる (表 -2)。 販売子会社設立という面で言えば,ホ ンダが

最も早くから, しかも広い範囲で行なってきている。これは,そ もそもホンダの対欧進出が自動

車ではなく,む しろ自動二輪から始まっていることによる。そして,自動二輪の販売を通じて培っ

たノウハウを活かしながら,子会社を格上げする形で,ヨ ーロッパにおける自動車販売会社網を

中36低価格で,故障は少ないが,見た目の個性に欠ける日本車は,別名ペンショナー 'ズ・カー (年金生活者の車 )と も
呼ばれているが,それはまた欧州における日本車の格付けを表してもいる。つまり,若年層や経済力に余裕のある
層へのアピールに欠ける,と いうことが日本車の別称から見て取ることが出来る。申3766頁,前掲脚注29参照。
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有することになっている。他方,日 産はイギリスエ場設立と相前後しながら販売会社を持つよう

になり, トヨタは1990年代に入ってから従来取引関係にあった現地資本の販売会社への資本参加

を積極的に進めるようになってきた。勿論,イ ギリスエ場設立以前から販売会社を有していた国

も幾つかある.例えば,日 産のスペイン販売会社, トヨタのポルトガル会社は,それぞれ買収 ,

合弁によって有している商用車などの生産会社に併設するものである。ドイツの販売会社は,当

初輸入代理店として契約を結んでいた現地資本が,1970年代初頭には必ずしも順調に事業を展開

できなかったことに対応して,日 本企業側がそれを買収するという,やや受動的な形で有するこ

とになった瑚.他方,1980年代末から,日 産を筆頭に各社とも部品 。完成車の物流センターを設

立,格上げしていくことになる。このような動きは,現地工場における高い生産性だけが当該企

業の現地での成功を左右するわけではなく,欧州自動車産業の復活によつて,生産能力のみなら

ず:販売能力も一層重要性を増してきていることによる。そして,販売関連子会社網の整備は,

顧客情報の収集とデイーラ等への技術援助,並びに,完成車・部品の円滑な流通という二つの主

たる目的を持って推進され,それらを通じて販売関連事業の強化を図つているのである。

日系自動車企業は,EUの主要国に販売部門の子会社を設立し,輸入代理店機能の強化を図つ

表-2 日系自動車企業の在 EU販売関連拠点 .

出典 :表 -1に同じ.
( ):設立年。
*1:オートバイ販売会社からの格上げ。設立時不明.
*2:オートバイ販売会社からの格上げ。格上げ時期不明。
*3:資本参加 .
*4:83年 ;パーツセンター,89年 ;完成車センター

ホ ン ダ 日 産 ト ヨ 
‐
タ

販 売 会 社

イギリス   (90)*1
イタリア   (90)*1
オース トリア (82)*2
オランダ   (63)*2
スウェーデン (91)*3

スペイン   (88)
ドイッ     (61)*2
フランス   (64)*2
ベルギー   (62)*2
ポルトガル  (89)*1

イギリス (91)

イタリア (88)
オランダ (82)

スペイン (82)

ドイツ  (73)
フランス (91)

イギリス   (90)*3
イタリア   (90)
スウェーデン (94)

スペイン   (92)*3
ドイッ     (74)
フランス   (93)*3
ポルトガル  (68)

部品 。完成車

物流センター

ベルギー (78) イギリス (91)

オランダ (83,89)*4
フランス (?)
スペイン (93)

イギリス (92)
ベルギー (93)

―-70-―



統合ヨーロッパにおける企業戦略

ている。通常,自動車メーカーは輸出に際して現地企業との間に輸入代理店契約を結び,本国な

どからの輸出を図る傾向があるが,当該市場での販売量の拡大や市場への浸透を目指す場合, 自

らの子会社を設立するようになる・"。 そして,日 系企業も同様の発展傾向を示してはいるが,そ

の場合の転機は現地生産の本格化によっている。先に見た,各社の子会社設立や格上げ,現地資

本への資本参加・買収の時期から見て,こ のことは明らかであろう。ところで,輸入代理店の具

体的機能は,個別デイーラーとの間に密接な関係を築き上げながら,メ ーカーのその国における

「顔」となることにある・411.輸入代理店は,単に契約メーカーの自動車輸入に関わる諸手続きを

行ない,物流を管理するだけでなく,各個別デイーラーとの密接な関係を通じて,各国毎の市場

動向・特性の把握に努めることが求められている。当該国の景気動向や自動車販売台数のような

情報は,出版物などを通じて,遠隔地にあっても取得可能であるが,日 々の取引などで得られる

情報は,現地に立地してはじめて得られるものも多い。そのような情報は,Ej全体で画一的な
ものではなく,む しろ各国毎の需要特性を一定程度反映してもいる。日系企業の現地工場は,最
も販売量の多い車種を中心にして現地生産を行なってはいるが,それはすべて同じ自動車を生産

しているわけではない。同じ車種であっても,エ ンジンの大きさ, トランスミッションの種類

(マニュアル,オ ートマチック),ハ ンドルの位置 (イ ギリスでは右,大陸では左 ),セ ダン・サ
ルーン・バンといったモデル,更に,色の違い等を考慮すれば,一つの車種でも50以上のパター

ンの車を生産していることになる。それ故に,需要動向を見込んだ生産計画作成を円滑化するた

めの情報収集は,き わめて大きな重要性を持つことになる.実際,日 本企業の欧州工場設立は,

当初必ずしも顧客の注文から受け渡しまでのリードタイムを短縮するものではなく,む しろそれ

以前の日本からの輸入よりも長期化してしまった・狙。各国の需要は,それぞれ固有の傾向・季節

動向を有するため,現地工場は,それらを十分に織り込んだ生産計画を立てる事が必要なのであ
る。

輸入代理店は,現地のディーラー等から情報を収集するだけでなく,同時に様々な支援措置を

行なう.それは,当該国における自社ブランド確立に寄与するものであり,非価格競争力を高め

るものである。自動車ローンや無償点検などを含む顧客への多様なサービスの提供は,場合によっ

淵金認翠ヽ P〔l‖Ψ驚島κ色
ユ
熙 t鼎蹴ぶ得覗'麒

=畿
,Londo‐ P…n

*“認朧富驚鯖wL191お
derSheh Op山。を参照。

中41ト ランスミッションなどの基幹部品を日本からの輸入に頼っているため,需要予測の間違いは,す ぐさま不要な部
品の在庫増と必要部品の不足を同時にもたらし,リ ードタイムを引き伸ばしてしまう。現地子会社における,イ ン
タビユー情報から.
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ては,各デイーラーの担当地域を超えて行われる必要があり,しかも各デイーラー毎で同様のサー

ビス提供が求められる。他方,ア フターセールの点検,修理の際の顧客満足度を高めるためには,

多様な車種に見合った点検・修理技術を各デイーラーの技術者が身につけている必要があり,そ

うした目的のためのデイーラー研修,技術指導も行なっている。製造業でありながら,高価な耐

久消費財としての自動車は,迅速かつ十分なサービスの提供が,重要な競争力要因となるのであ

る。日系企業のEU主要国における販売子会社の設立は,そのような役割を強化するためのもの

である。

販売物流部門における第二の機能強化は,EU市場統合の成果を活用するためのものである。

「単一欧州市場」の結果,国境を越えた物流は非常に簡便化してきており,各社ともそれに対応

して部品 0完成車の配給センターを設立し,機能の拡充を図つてきている。この面では,日 本企

業の中で長く欧州市場シェア第一位であつた日産が最も進んでおり,イ ギリス,オ ランダ,フ ラ

ンス,スペインにセンターを有している。トヨタは,イ ギリスとベルギーに,ホ ンダはベルギー

に,それぞれ物流センターを持つている。従来,必要な完成車・部品の在庫は,各国の輸入代理

店が保有していた。物流センターは,各国毎に行われていた在庫を,国境を越えた枠組みにおい

て集約し,共有するものである.それは単に,在庫スペースの合理化等による流通コスト削減だ

けでなく,顧客がデイーラーの店頭において新車を発注してから納車されるまでの期間を短縮し,

故障の際には必要な部品を早急に手当てすることを可能にする。納車期間や修理時間の長短等は,

非常に重要な非価格競争力であり
°2,物流センターはそうした面での競争力強化を可能にするも

のでもある。そして,物流センターが国境を越えて市場を網羅しうるようになったのは,EUの

域内市場統合があつたからである。例えば,日 産のオランダの物流センターは,1990年 にスイス,

イタリア, ドイツのデイーラーに対して,輸入代理店を経由せずに,直接配送を開始し,その後,

各センターはその管轄地域を拡大している
t43.

以上,川上部門同様,川下部門の現地化・強化が,1980年代末以降進められてきていることが,

明らかとなつた。

Ⅳ-2-3.欧 州統括会社 .

多国籍企業は,その発展途上において地域統括会社を設け,当該地域における経営を管理
・運

営する傾向が指摘されている・“が,日系自動車企業もそうした方向で
の発展を見せている。日

*42 Rhys, et al。
, op cit。 , pp.158-160。

*43 Nissan(1997)Nヽstt Fαcι 几た I"Z
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産は1989年にオランダのアムステルダムに欧州統括会社を設けた力ヽ これは元々欧州の物流拠点

としてのオランダにおける経験を生かしながら,小国の視点からEU市場の動向を眺める必要性

を加味した結果である。更に,欧州統括会社設立に当たらてォランダ政府からの積極的な支援が

あったこと,オ ランダにおいては英語がかなりの程度通用するという利点が大きく作用した.ト

ヨタの欧州統括会社は,ベルギーのブリュッセルに設立されたが,これは同社のベルギーにおけ

る長い経験からの自然な帰結であった。即ち, トヨタは当初デンマークにヨーロッパ事務所を持っ

ていたが,1960年代の EC統合の進展に対応して,1969年 にブリュッセルに移管した.現在の欧

州統括会社は,こ のヨーロッパ事務所が基盤となって1990年に設立されたのである。これらの二

社が,EU内部における政治経済的力学等から大陸の小国を選択したのに対 し,ホ ンダは EU内

の大国であるイギリスのレディングを欧州統括会社の立地場所として1989年に選んだ.ホ ンダは,

生産拠点,主要市場への近接性を重視する傾向があり,自動二輪の欧州統括会社は,その欧州最

大の市場であるイタリアに設けられている。

欧州統括会社設立の意図は,複雑かつ動態的な欧州市場に対して,機動的に対応するためであ

り,そのために経営権限の一部が日本から委譲された。既に見たように,日 本企業は完成車組立

工場のみならず,多 くの子会社を設立し,現地化を図ってきているが,欧州統括会社は,欧州に

おける現地工場内の生産管理以外についての全ての活動を管理,調整,決定する機能を有する。

輸入代理店から寄せられる各国市場の情報は,一旦欧州統括会社において取捨選択された上で工

場に送られる一方,各国のディーラーに対して与えられる資金的,技術的支援などに関しては ,

欧州統括会社がその基本となる雛形を提供する。RD&D拠点からの種々の情報は,欧州統括会
社において集約され,新車デザインなどの消費者テストも行われる。また,在欧子会社の為替を
一元的に管理・相殺することも欧州統括会社の重要な役割であり,それを通じて為替に関する種々

のコストを削減している。更に,姉妹工場間の協力,調整が必要な場合には,その仲介役を努め

るのみならず,あ る一定の範囲内において最終決定を行なうのである.

ところで,欧州統括会社が管轄する市場は,企業毎に異なっており,それは必ずしもEUの枠
組みと一致するわけではない。三社の中で,ホ ンダは最も広い領域を網羅し,その統括領域は欧

州のみならず,中東,ア フリカを含んでいる.それに対して,日 産, トヨタの場合は,基本的に
は西ヨーロッパがその管轄地域であるが,東欧における社会主義体制の崩壊とその後の市場経済
化に伴って,中東欧諸国などもその統括地域に組み込む方向で進んでいる。他方, トルコのよう

中44 stopford,John M.&wells,Louis T。
(1972)ル化magjιg ιんθ」Иじあjttαιj02αι Ettιarprお 0 0rga22αιj02 or

ιんθ」F静″ι α2ご 伽 れarsん lip or ιんesし bsiごうαだθε London:Longman.
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なアジアとの境界領域については,未だ明確にはなっていない。しかし, トヨタはトルコの生産

拠点をイギリスで生産されていない車種の供給基地として,欧州を補完するために利用しようと

しており, トルコも行く行くは欧州統括会社の管轄下に入る可能性をもっている。このことは,

トルコとEUの通商特恵関係とは無関係ではなく,ま た両者の間の関税同盟結成は,こ の流れを

更に加速しよう。欧州統括会社の管轄領域は,EUのそれと相違しうるものであり,そのことは

経済的・経営的合理性と政治的合理性の間の岨断を反映するものである。しかし,後者は前者に

対して一定程度の影響を及ぼすものでもあると言えよう。

Ⅳ-3.小 括ロ

日系自動車企業は,欧州に生産拠点を設け,現地調達率を引き上げる事を通じて,1970年代後

半に始まる管理貿易に対抗してきた。更に,1980年代末からは,非生産部門の移管によつて,経

営の現地化を飛躍的に高めている。このことが如何なる意義を有するものであるのか,次に考え

ていこう.

V.対 EU直接投資の意義 .

我々は,非生産部門にも視野を広げながら日系自動車企業の対 EU直接投資の展開について ,

概観してきた。本章では,先の文献サーベイから導かれた諸論点について,更に検討を進めてい

くことにしよう.

まず第一に,EU統合と日系自動車企業の対 EU直接投資の因果関係について見ていこう.

1970年代末までにEU統合が一定程度進んでいた事が,日系企業の対EU工場進出の前提条件で

はあったが,初期の日産の例が示すように,1992年 の「単一欧州市場計画」は必ずしも必要条件

というわけではなかつた。しかしながら, トヨタは明らかに「単一欧州市場計画」を意識して対

EU進出を決め,日 産とホンダのイギリスエ場拡張もまた同じ要因によるものであつた。つまり,

EU市場そのものの大きさと市場統合を通じたその広がりが,対 EU直接投資の一層の進展を促

したのである・6.他方,1970年代末から始まるEU各国の対日管理貿易,更に,1990年前後にそ

れがEU大のものへと発展する事への危惧が,更なる促進要因となった。このことから,EU統

合と日系自動車企業の対 EU直接投資との間の因果関係には,一定程度企業毎の差異が見受けら

中
“
各社の欧州子会社,日 本本社におけるインタビユーによる。
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れるが,それは「防衛的輸入代替投資」から「攻撃的輸入代替投資」へと変化していつたと言え

よう。

既存の子会社等の格上げを含む,非生産部門拡充のための直接投資は,生産拠点の設立,並び

に,EU統合の双方によって促進された。日系三社のイギリスエ場設立以前の非生産部門投資は ,

主に販売部門に限られたものであり, しかもしばしば現地企業の要請等による受動的なものであっ

た.しかし,イ ギリスエ場設立後は,各社とも積極的に主要市場における販売部門を強化し,

RD&D施設を設け,そ して,欧州統括会社の設立 。経営権限の強化を行なった。その背景には,

イギリスエ場の生産性を高め,ヨ ーロッパにおける競争力を維持するために,広範,かつ,緻密

な知識・情報の収集と提供の必要性があったからである。再三にわたって指摘したように,在欧

企業は自らの競争力強化を果たしてきたからである。その際,単なる価格競争のみならず,非価

格競争面の重要性が認識され,それに対応した条件整備として,非生産部門の拡充が図られてき

ているのである。しかも,物流センターの整備に典型的に見られるように,非生産部門の投資拡

大の背景には,明 らかにEU統合の高度化がある。

ところで,新国際経済学が指摘した集積効果は,非常に限られたものであった。そもそも日系

企業のイギリスエ場自身が,イ ギリスの自動車産業集積地,イ ングランド中西部からかなりの程

度離れたところに立地され,む しろその影響を排除する傾向があった中“。加えて, トヨタに典型

的に見られるように,欧州工場の分散化傾向も指摘されうる.更に,一部の RD&D機能を除け
ば,非生産部門の立地は生産施設とは殆ど無関係に選択されている。確かに,ホ ンダの欧州統括

会社は,イ ギリスエ場との近接性を理由に立地選択がなされたが,組立工場のように欧州統括会

社の立地に関する三社の特定国への集中傾向を見て取る事は出来ない。その一方で,生産施設か

らは一定程度独立したRD&D施設はドイッヘの集中傾向が確認された。このことは,各国・各

地方の特性を考慮しながら,三社は自らの要請にあった場所を選択すると同時に,子会社が担う

機能によっては一定の集積傾向が有りうることを意味している.それ故,「外部経済」による集

積効果に関しては,「外部経済」として何をあげるのかという事を含めて,更 なる検討が今後必

要であろう・″.

集積傾向の限界は,同時にEU統合と自動車産業の性格を反映するものでもある.EUの下で

中46日 系三社に雇用された現地工場労働者は,殆ど他の自動車企業での労働経験が無いものが採用されている。イング
ランド中西部に位置するトヨタの工場ですら,自動車生産の未経験者が殆どである。尚,こ のような採用傾向は,
広く自動車産業に見受けられるものであり,必ずしも日本企業に固有の現象ではない。現地工場,並びに,イ ギリ
スの関連労働組合等とのインタビユーによる.
*47その際,ある特定の機能に関して産業を越えた集積傾向を確認しうる事が出来るか,否かという事も,今後の課題
として残しておきたい。
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の市場統合にもかかわらず,知識・情報の EU内偏在は残っており,そ の獲得のために RDiCD

や販売関連の欧州子会社が分散している。確かに,政府その他の機関から出される統計等によっ

て各国の経済動向,需要動向の大まかな方向性を把握する事は可能であろう。しかし,自動車産

業における非価格競争は,よ り緻密な情報の収集と選択を必要とするものである.主要な欧州メー

カーが,ま ず何よりも自国市場において高い市場シェアを保持している事は,自 国市場における

情報収集能力を反映してもいる・
48.他方,各国から逐一寄せられる知識・情報を全て処理する事

は不可能であり,む しろ必要に応じて取捨選択する事が求められよう。そして,従来は日本に送

られていた情報を現地経営に生かすために,欧州統括会社が設立され,経営権限が委譲されてき

たのである.同時に,物流センターの設置は,市場統合が提供する流通過程効率化の条件獲得を

目指した方向で進んでいる経営改革を示唆している.即ち,「単一欧州市場」によって進んだ国境

税関でのチェックの除去が,物流センターのカバーする領域が国境を越えて広がる事を可能にし

たのである。更に,現在進行中の通貨統合は,各国市場間の自動車価格差をより明確にする事を

通じて販売流通過程改革を促進する事になろうが,それは各国の自然的条件の相違を無視して行

われる事は出来ず,こ の面でもEU内価格格差を解消するという方向性と非価格競争面での競争

という二面性を持って進むことになろう.つ まり,自動車産業におけるEUの統合は,一定の限

界のなかで進んでおり,それ故に,企業間の競争は非価格競争の側面が強く現れ,日系企業の対

応はそのことを反映する形で進められているといえよう。

最後に,国際化過程論との関連で日本の対 EU自 動車直接投資の展開を再評価しておこう。国

際化過程論においては,輸出から現地生産への「飛躍」は,既に現地において輸入代理店機能を

有する子会社があり,現地の知識・情報が集積されている事を前提としている。しかしながら,

本稿で我々は,日 本の対 EU進出はむしろ生産部門の進出が他の非生産部門の進出を促 した事を

確認した。1980年代末以降の日系自動車企業の経営現地化は,あ る面戦略的に行われたものであ

り,日 々の経営とそこで得られた知識・情報の蓄積の延長上に自然に進んだわけではない。別言

すれば,知識 0情報の獲得という目的が非生産部門における進出を促したのであり,知識 。情報

の蓄積の結果として対欧投資がもたらされたわけではないのである。従来の国際化過程論は,そ

の意味で企業の意思決定と情報の集積との間の関係について,後者から前者への作用のみを見て

おり,逆の方向性を見落としていた事になる。勿論,戦略的意思決定による直接投資が,常にそ

の後の円滑な情報収集を保証するものではないが,本稿の発見は,この面での更なる研究が待た

中
“
このことは,自動車企業の工場立地や「国籍」もまた,消費者の志向に大きな影響を及ぼすものであることを否定す

るものではないが,こ こでは情報収集。提供能力の重要性を確認しておこう。
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れる事を示唆している。

ⅥE結論 :残 された課題 .

本稿においては,EU統合に直面した日系自動車多国籍企業の対応について,広 く非生産部門
の進出まで含めて,その意義を検討してきた。地域経済統合と直接投資の因果関係や多国籍企業

論,国際化過程論からのアプローチを紹介しながら,従来見逃されてきた非生産部門の直接投資

を分析する事の意義が示された。更に,自動車産業との関わりにおいて EU統合の進展を見た上

で,日 系企業の対欧進出をまとめ,その意義を考察した。そして,我々の発見は従来の研究の欠

落部分を埋めるだけでなく,その修正や再考を促すものでもあった。

しかしながら,本稿の研究にも一定の限界があり,その事はまた,今後の研究課題を示すもの

でもある。まず何よりも,我々の研究は日系企業に限定されたものであるという限界を有する。

多国籍企業研究において,企業の本国の違いが,その投資,経営動向に相違をもたらす可能性に
ついては,既に多くの指摘がある。我々の見出したものが,特殊日本的なものであるのか,そ れ
ともよリー般性を有するものであるのか,と いう問いかけが,こ こでは可能であり,それへの回
答は,日 本以外の多国籍企業との比較で与えられよう。

第二に,本稿の分析から得られた結論は,自動車産業に特殊なものなのか,それとも他の産業
分野にも共通するものなのか,と いうことが問われねばならない。自動車という消費財は,多 く
の面で特殊性を有するものである。それ故に,非価格競争力の重要性とそれへの対応策として ,
日系企業による非生産部門の欧州展開が確認できたわけである。他の産業分野との比較によって,

日系自動車企業の投資行動の一般性,その程度を確認する作業が待たれるところである。

最後に,我々の研究対象が EUを舞台としていた事から,更なる課題が導かれる。確かに,
EUは地域経済統合が最も進んだものであるが,それを追うように世界中で地域主義の動きが高
まっている。同時に,各地域において自動車産業は重要な戦略的産業部門の一つと位置づけられ,
日米欧の多国籍企業が其々の統合地域において覇を競っている。EUに おける日系企業の活動か
ら導かれた結論は,他の地域統合体においてはどの程度の妥当性があるのか ?こ れもまた,残 さ
れた重要な課題であろう。

(付記)

本稿は,平成11年度科学研究費補助金基盤研究 (A)課題番号 11302003の研究成果の一部である。
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